
 

添付資料１ 

 

      原子力科学研究所原子力事業者防災業務計画の要旨 

 

原子力災害対策特別措置法（平成 11 年法律第 156 号。以下「原災法」という。）第

７条第１項の規定に基づき、東海研究開発センター原子力科学研究所の原子力事業者

防災業務計画（以下「防災業務計画」という。）を修正しましたので、同条第３項の規

定に基づき、その要旨を以下のとおり公表します。 

今般の原子力事業者防災業務計画の修正は、細目の修正（茨城県地域防災計画の変更

に伴い自衛消防体制の充実強化の記述を追加するとともに、所内原子炉施設の廃止措

置計画に基づき燃料引き渡しを行った施設を、原子炉対象施設等から削除）であり、

以下の要旨に変更はありません。 

 

（修正の概要） 

・ 茨城県地域防災計画の変更に伴う自衛消防体制の充実強化の追記、原災法の対象

施設の見直し、防災資機材計測器の追記等の修正 

 

 

第１章 総 則 

原子力事業者防災業務計画の作成目的、用語の定義、作成・運用にあたっての基本

的な考え方及び修正する場合の方法等について記載した。 

・ 防災業務計画は、原災法に基づき、原子力災害予防対策、緊急事態応急対策、原

子力災害事後対策の実施等について定め、原子力災害に対し適切な遂行を図るこ

とを目的とする。 

・ 原子力防災管理者は原子力防災組織を統括するものとし、原子力科学研究所の所

長とする。 

・ 防災業務計画は、防災基本計画及び地域防災計画に沿って作成し、関係省庁、所

在地方公共団体及びその他の関係諸機関と連携を図り、総合的に防災業務を実施

する。 

・ 原子力防災管理者、副原子力防災管理者及び原子力防災要員その他の原子力災害

対策を担当する職員等（以下「原子力防災要員等」という。）は、計画に基づき原

子力災害対策活動を行う。 

・ 防災業務計画は、毎年検討し、検討結果を関係自治体に報告するものとし、修

正する場合は関係自治体と協議する。 

 

第２章  原子力災害予防対策の実施 

防災組織等の防災体制、原子力防災管理者等の職務、原子力防災組織の運営、原子

力防災体制の宣言、放射線測定設備・原子力防災資機材・防災資料の準備、関連する

施設の点検及び防災教育・訓練等の実施について記載した。 

・ 原子力防災管理者は、原子力科学研究所に原子力災害の発生又は拡大を防止す

るために必要な業務を行う原子力防災組織として現地対策本部を設置する。 

・ 副原子力防災管理者は、原子力防災管理者を補佐するとともに、原子力防災管



 

理者の不在時に原子力防災組織を統括する。 

・ 原子力防災管理者は、原災法第 10 条第１項に規定する基準又は事象（以下「特

定事象」という。）が発生した場合、原子力防災要員等を招集し、現地対策本部

を設置する。 

・ 原子力防災管理者は、放射線測定設備（モニタリングポスト）を設置し、機能

を維持するとともに、原子力防災資機材、資料及び緊急被ばく医療の設備等を

整備する。 

・ 原子力防災管理者は、緊急事態応急対策を講じる際に必要となる資料を整備す

る。 

・ 原子力防災管理者は、原子力防災要員等に対し、防災業務計画に関する知識等

を習得し原子力防災活動の円滑な実施に資するため、教育を実施するとともに、

防災訓練を実施する。また、国又は関係自治体が原子力防災訓練を実施すると

きは、訓練計画策定に協力するとともに、これに共催し、又は参加・協力する。 

・ 原子力防災管理者は国、関係自治体及び防災関係機関と平常時から協調し、防

災情報を収集及び提供等の相互連携を図る。また、原子力災害発生時には、オ

フサイトセンターに設置される現地事故対策連絡会議及び原子力災害合同対策

協議会に副原子力防災管理者及び原子力防災要員を派遣するとともに、原子力

災害対策本部長の指示に基づき必要な業務を行う。 

・ 原子力防災管理者は、事業所外運搬における特定事象事故を想定し、運搬計画

書、非常時連絡表の作成及び防災資機材の整備及び携行。また、特定事象が発

生した場の体制を整備する。 

 

○本文第２章において、茨城県地域防災計画の変更に伴う自衛消防体制の充

実強化について追記した。 

○別表－４の原子力防災資機材において、原災法施行規則改正にともない 

計測器等に蛍光ガラス線量計を追記した。 

○別表－４（別紙）固定式測定器において、廃止措置計画に基づいて燃料 

引き渡し済みのＶＨＴＲＣ施設を削除するとともに、使用を停止した圧 

縮処理装置建家を削除した。また許可書で名称変更した廃棄物処理場を 

放射性廃棄物処理場に修正した。 

 

 

第３章 緊急事態応急対策等の実施 

緊急事態が発生した場合の通報、応急措置の実施、原子力災害合同対策協議会との

連携、原子力防災要員等の派遣について記載した。   

・ 原子力防災管理者は、特定事象の発生について通報を受け、又は発見したとき

は、直ちに別表―２に示す関係機関に対し、ファクシミリ装置を用いて一斉に

送信するとともに、送信した旨を電話で連絡する。また、特定事象に該当しな

い事故についても関係機関に通報連絡する。 

・ 原子力防災管理者は、事故及び被害状況の情報を収集し、避難誘導、入構制限

措置、放射線量の測定、負傷者及び放射線障害者などの救出及び医療機関への

移送を含む緊急被ばく医療の応急措置、消火活動、汚染拡大の防止、線量評価、



 

広報活動、応急復旧対策、原子力災害防止の拡大防止措置、資機材の調達及び

輸送等の応急措置を実施する。また、応急措置の概要について、関係機関に報

告するとともに、関係自治体及びオフサイトセンタ－へ原子力防災要員等を派

遣する。   

・ 原子力防災管理者は、原子力緊急事態に至った場合は、緊急時体制を宣言し、

必要な箇所に報告する。また、関係機関の実施する緊急事態応急対策が的確か

つ円滑に行われるようにするため、関係自治体及びオフサイトセンタ－へ原子

力防災要員等を派遣するとともに、原子力防災資機材の貸与等の措置を講じる。 

 

第４章 原子力災害事後対策 

 緊急事態解除宣言が出された後の復旧対策、被災者対応、原子力防災要員等の派

遣について記載した。 

・ 原子力防災管理者は、原子力緊急事態が発生したときは、その状況及び実施し

た緊急事態応急対策の概要並びに原子力災害事後対策の実施の方針を、原子力

緊急事態解除宣言のあった日から速やかに関係機関に報告する。 

・ 原子力防災管理者は、復旧計画を策定し、復旧対策を実施する。また、被災者

の相談窓口、現地対策本部の解散、原因究明と再発防止対策の実施等を行うと

ともに、緊急事態応急対策に引き続き、原子力防災要員等の派遣、原子力防災

資機材の貸与等の措置を講じる。 

 

第５章 その他 

他の原子力事業所で原子力災害が発生した場合、要請に応じて実施する支援措置に

ついて記載した。 

・ 原子力防災管理者は、他の事業所で原子力緊急事態が発生した場合には、原子

力防災要員等の派遣、原子力防災資機材の貸与、関係執行機関が行う環境放射

線モニタリング、周辺区域の汚染検査、その他必要な協力を行う。 

・ 「原子力事業所安全協力協定」に基づき、原子力科学研究所以外の原子力事業

所で発生した原子力災害への支援を行う場合は、安全協力委員会委員長からの

要請に応じ、必要な措置を講ずる。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


